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1．はじめに
私は2000年4月に関西学院大学経済学部に赴任
する前から、天野明弘先生の著作の大ファンで
あった。今にもまして浅学であったため、天野先
生が国際貿易、国際金融の分野で輝かしい業績
を残されていたことを知ったのは来学してしばら
くたった後だったが1、1997年に留学先から一時
帰国した際に、たまたま書店で手に取った天野先
生の書かれた『地球温暖化の経済学（日本経済新聞
社）』というテキストには衝撃を受けた。
欧米で出版されている環境経済学のテキストに
比べ、当時の日本で出版されていた環境経済学の
テキストの多くは著者の個人的な研究内容が反映
されて初学者が学習するにはバランスを欠いてい
るという感がしたり、逆に極端に平易であったり
という印象を受け、少なからず不満を感じていた
私は、この本を読んで完全に考えを改めた。最初
の4章はコンパクトでありながら、学部レベルで
の環境問題の経済分析に必要な静学的な議論が網
羅されている2。語句の定義も明確で、初歩的な
ミクロ経済学の知識があればほぼ全て理解できる
であろう。本の後半は、地球温暖化問題とそれに
関係する国内外の政策的な話題が当時の最新の動
向に至るまでわかりやすく紹介されている。これ
だけでも十分読み応えのある箇所ではあるが、地
球温暖化問題を題材として、前半で習得したツー
ルの具体的な応用例に触れることができるという
教育的な配慮も行き届いている。こののち、日本
で出版される環境経済学の教科書にも、基礎理論
を学習する部分と、具体例を用いての応用分析に
よる部分の二部構成を採用する本が次第に現れる
ようになった。教える立場としても理論と実践の
バランスに配慮した教科書の存在はありがたい3。
私は天野先生のテキストがこのようなスタイルの
契機になったのではないかと考えている。
天野先生の著作に触れ、また、ご発言を聞いて
いていつも驚かされたのは、天野先生が環境政策
に関する経済理論の最先端の議論から、次々と生
み出される実証分析の結果、さらには、各国にお
ける実際の環境政策の動向についてまで、大変幅
広い知識を備えておられただけでなく、それぞれ
の分野において思索を重ねられた結果生み出され
たであろう深い洞察をお持ちでいらっしゃったこ
とである。本稿では、天野先生の残された多くの
重要な著作の中から、個人的に選択したいくつか
の文献に焦点をあてて、日本における環境経済学
の浸透と発展に大きく寄与することとなった天野
先生の業績を振り返りたいと思う。
1 これは一例に過ぎないが、天野先生は経済学における最高峰とされるQuarterly Journal of Economicsという学術誌になんと二編も論文を掲
載されている （Amano 1964, and Amano 1968）。
2 ちなみに天野先生はかつて国際貿易と経済成長を研究されていたこともあり、持続可能な経済成長などの動学的テーマにも積極的に取り
組まれていた。たとえば、天野（2001）を参照のこと。
3 たとえば、日引・有村 （2002）がある。
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2．天野先生の環境経済学における貢献：
経済的手法の導入の推進を中心に
天野先生の環境経済学における研究書として
は、特に、天野 （2003）と天野 （2008）がそれ以前
に公刊された学術論文、および、中央環境審議会
や学会において報告された論文に対して改訂・加
筆されたものを自ら編集された著作として、先生
の研究をフォローする上で欠かせない書物といえ
よう。この二冊に目を通すだけでも、環境経済学
の分野における天野先生の貢献が驚くほど多岐に
わたっていることがうかがい知れる。加えて、天
野先生は前掲のテキスト（天野 1997）や、一般向
けの新書（天野　2009）、さらには、共同研究の成
果をまとめて編集された書物（天野・大江 2004）
と環境経済学のテーマに限っても20年にも満たな
い短い期間の間にさまざまな形で研究成果を公表
し、同時にそれを市民や政策担当者にとって理解
しやすい形に工夫して紹介してこられた。
なお、天野先生が晩年精力的に研究をされて
いた「企業の社会的責任」、および、「サービサイ
ジング」のトピックスについては、共同研究者の
方によるサーベイが既に公刊されているので（植
田・藤川 2011）、本稿では私の勝手な選択によ
り、地球温暖化問題への対策としての「経済的手
法」の有効性についてさまざまな角度から行われ
た数多くの研究群に、昨今の国際貿易の自由化
の流れが国内外の環境問題にどのような影響をも
たらすかについて考察された論文をいくつか加え
て、それらをできるだけ平易な形で紹介したい。
他の分野における政策提言と同様に、天野先
生が、地球温暖化問題を軽減すべく温室効果ガス
の排出削減を社会に促すための施策として、環境
税や、排出権取引市場などの経済的手法の導入を
強く推奨されていた背景には、厳密な理論的、お
よび、実証的な経済学的分析による裏付けが存在
している。この節では、天野先生が、経済的手法
の中でも、特に環境税を中心に研究された背景に
は、どのような経済学的見解が存在しているのか
を解説し、そのあとで、先生のこの分野における
代表的な研究の成果を概観したい。
天野先生の経済的手法に関しての見解は、ま
さに環境経済学のスタンダードと言えるものであ
る。環境問題が起こる原因として、何よりも「外
部費用」の存在を強調されている。生産活動の副
産物として環境汚染が発生するような場合には、
「生産者が直接負担する私的費用の他に、生産者
がこれまで負担してこなかったし、費用とは考
えてこなかったけれども、最終的には社会全体が
何らかの形によって負担しなければならない費用
（天野 1997、11ページ）」が外部費用である。この
場合、何らかの方法で生産者が外部費用を自らの
損得勘定に取り入れることを、「外部費用を内部
化する」と表現する。生産者に外部費用を内部化
させる政策的手法として、経済的手法は、汚染物
質の排出量の上限を各企業に設定する、または、
生産方法や排出削減方法を規定するといった、い
わゆる直接的手段と比べて、重要な優位性を持っ
ている。それは、排出税であれば各企業が直面す
る排出税の税額が一定でありさえすれば、また、
排出権取引市場の場合には、その市場で取引する
排出権の価格が全ての企業に均一であれば、各企
業の利潤最大化を目的とした意思決定の結果、所
与の汚染物質の総排出削減量を社会全体では最小
の総削減費用をもって達成できるとする「費用効
果性」と呼ばれる性質を持ち合わせることになる。
温暖化対策をどの程度推し進めるべきかについ
ては、対策をとる費用と、気候変動の影響によっ
て起こる被害とのバランスを考慮して判断する
べきであり、それらの大小についての見解の相違
が、イデオロギー的な対立と混ざり合って、さま
ざまな場面で物議をかもしだしている。しかし、
どのような水準の排出削減量の達成を目標としよ
うとも、排出税や、排出権取引制度を導入するこ
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とによって、その達成にかかる削減費用を最小に
抑えることができる4。費用効果性は、それ自体
が望ましい性質であるばかりか、より小さなコス
トで排出削減が可能となれば、当初よりも野心的
な削減を行うことも正当化されやすくなり、環境
保全と経済活動のトレード・オフ関係がより緩和
されるであろう。
また、企業の参入と退出が起こらない「短期」に
おいては、このような経済的手法の好ましい特徴
は、所得配分がどのような影響を受けるかという
問題に左右されない。つまり、汚染物質の排出に
対して価格付けをすることにより、企業に自らの
意思決定の社会的影響を考慮させることが肝心な
のであって、たとえば環境税を課す代わりに各企
業に一律の法人税減税を行うことにより、産業界
が環境税導入に対して抱く不平不満をある程度は
解消することも可能になるかもしれない。このと
き重要となるのは、法人税減税の度合いがそれぞ
れの企業の排出量とは独立に決まっていることで
ある。特に、二酸化炭素のように、地球温暖化と
いう環境問題の深刻さに対して、企業の立地や排
出のタイミングがそれほど重要でない場合には、
あくまで排出量一単位に対して求める対価は一定
にするべきなのである。
さらに、法人税にかぎらず、所得税や消費税の
ように税収の獲得を目的に実施されている税額を
下げることは、その市場における歪みを減らすと
いう意味で、排出税による外部費用に軽減に加え
て、「二重の配当」を受けることが可能なケースが
存在するという理論的考察があり、天野 （1997）
には、炭素税に関して、「炭素税収入は、温暖化
防止対策のための財源としても、また従来経済的
効率性を損なう原因となっている税制の改革のた
めの財源としても利用できるのであって、そのよ
うなプラスの効果を加えて考えれば、炭素税の導
入は地球温暖化防止に貢献するばかりか、GNPを
若干高める効果さえあるという結果を得ている研
究もある（139ページ）」という記述がある。
それに対して、企業の参入と退出が可能とな
り、産業における企業数が変化しうる「長期」を考
える際には、それぞれの経済的手段が各企業の利
潤に対して意味合いが重要となってくる。既存企
業の利潤が正であれば、その産業には新たに参
入を試みる企業が現れるであろうし、既存企業の
中に継続的に負の利潤を生んでしまうものがあれ
ば、退出を検討することだろう5。政策手段とし
て排出削減に対する補助金を用いる場合と排出税
を課す場合、あるいは、排出権取引市場において
排出権の初期配分をグランドファーザリングで行
う場合とオークションで行う場合とでは、社会に
おける産業構造に重要な違いをもたらす可能性が
ある。天野先生は、天野 （1997）において、経団
連や産業構造審議会などに代表される見解として
「わが国では、環境政策に税・課徴金を用いるの
に反対し、低利融資や租税特別措置、補助金等の
助成的手法を用いることを推奨する根強い傾向が
ある（57ページ）」と記されている。このような日
本社会の現状に対する問題意識が、天野先生の一
連の研究の根底に流れている。
とはいえ、天野先生は経済理論の示唆に対して
決してファンダメンタリスト的な姿勢はとらず、
現実的な視点からの政策の導入可能性についての
配慮も怠らなかった。たとえば、天野 （2008）の
第5章「気候変動とわが国の政策」においては、「環
4 ただし、ここでの議論においては、制度を導入する上で必要となる行政上の費用など、経済学において「取引費用」と呼ばれるものは無視
している。ちなみに、米国の二酸化硫黄に対する排出権取引制度においては、取引費用は、通常の取引価格の2パーセント程度と極めて小
さかったことが報告されている （Miller, Benjamin and North 2010 ）。
5 ここでは意図的に「利益」ではなく、「利潤」という表現を使っている。経済学では、適切な資源配分を考えるために、会計上の費用だけで
なく、金銭上のやりとりが起こらない場合にも費用として考えるべきものがある。たとえば、家事労働については、労働力という資源を
費やしたことを費用として考慮するべきと考え、その労力を他の場所で使っていたら得られたであろう収入獲得の機会を失ったことを費
用とする。これらの概念については、たとえば八田 （2008 ）を参照のこと。
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境税や排出枠取引制度の導入に対する反対が、一
部主体（排出主体）に対する経済的負担の増大を根
拠とした政治的理由によるものであるとすれば、
わが国の政策方針を基本的に変えるには長い期間
が必要とされるだろう（天野　2008、103ページ）」
と指摘されたうえで、単一では効率的な水準よ
りも低い税額の排出税と、追加的な排出削減補助
金を組み合わせることで、短期的な経済的効率性
の実現と同時に、ある程度の産業構造の改変と技
術革新を促すことができる可能性を考察されてい
る。このような現実を見据えた姿勢は、天野・田
中 （2002）における英国の気候変動対策に関する
政策の研究、および、審議会での議論などを通じ
て培われた先生の感性にも裏付けられていると考
えるべきで、非常に重要な忠言といえるだろう。
このように天野先生は経済理論分析によるス
タンダードな知見と現実の環境政策の成果に対す
る検証を融合させながら、日本の地球温暖化対策
に関連する政策のあり方に重要な提言をされ続け
てきた。80年代までは主に国際経済に関する大変
優れた理論家として活躍されてきた天野先生にし
ては少し異色のアプローチを採用した研究に、エ
ネルギー価格とエネルギー消費量の関係について
の一連の実証分析が挙げられる。天野 （2003）の
第3章、「エネルギー価格とエネルギー消費」にお
いて、天野先生はエネルギー価格の変化が、エネ
ルギーの消費量に対してどの程度の影響を与える
かについて実証分析を行われている。特に、第1
次石油危機と、第2次石油危機における原油価格
の高騰とその後の価格低迷が、日本全体のエネル
ギー消費量だけでなく、各産業部門のエネルギー
消費量にどのような影響をもたらしたかを示され
ている。この研究の背景にも、経済団体連合会に
よる「石油危機前後のエネルギー価格の動向とガ
ソリン、電力の需要推移などを見てもエネルギー
需要の価格弾力性は低いことから、環境税のCO2
排出抑制効果は疑わしい（天野 2003、30ページ）」
という主張があり、そのような見解に対する懐疑
的な立場からの検証として国内のデータを用いた
分析を行われている。結果として導き出された数
値は、10年程度の期間を考えると、貨物運輸部門
における需要の価格弾力性は－0.7、エネルギー
消費量の部門別構成比をウエイトとして加重平均
した価格弾力性は－0.52と、比較的「大きい」値を
求められている。
この研究の続編として、天野 （2008）の第4章、
「わが国の温暖化対策とエネルギー需要の価格弾
力性」においては、より新しいデータを用いて同
様の分析を行われ、全部門における加重平均値と
して－0.47という値を得られている。たしかに、
これらの値はどれも1を下回り、経済学用語では
「エネルギー需要は価格に対して非弾力的である」
という表現をすることになるのだが、非弾力的
というのは価格上昇の割合ほどは需要が下がる割
合が大きくないということを意味するのみで、決
して需要がまったく反応しない「価格弾力性がゼ
ロ」というわけではないのである。天野先生は自
らも翻訳に関わられたOECDのサーベイ（OECD 
2002）に基づくデータを用いて、「非弾力的とは
いっても、たとえば価格弾力性が－0.78であると
いうことは、20%の価格変化が起こって変化後の
水準が維持されたとすれば、エネルギー需要は約
16%減少することを意味するから、決して無視で
きる大きさではない（天野 2008、63ページ）」と述
べられ、実際に2000年から2003年にかけて、日本
の石油製品の実質価格が19%高騰した事実を引き
合いに出されている。
天野先生も同章において指摘されるように、環
境政策における経済的手法については、それらが
各経済主体の金銭的インセンティブに働きかける
ことを通じて行動様式の変化を促すものであるた
め、その実施後の効果が現れるまでにタイム・ラ
グがあり、その間にさまざまな他の変化が生じて
しまう可能性があるため、判定が難しいという問
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題を抱えている。そのような問題にもかかわらず
経済的手法が多くの環境問題対策に適用されてい
ることについて、天野先生は「価格メカニズムに
対する理解が進んでいるため（天野 2008、67ペー
ジ）」と考えられている。経済学の教育と研究に携
わるものとして、価格メカニズムへの正確な認識
が社会に共有され、環境保全にも一層活用される
ことを願っている。この点において、天野先生の
著作に触れることほどの刺激は私にとって他に得
難い体験である。
最後に、国際経済学、特に国際貿易理論のエ
キスパートとして、天野先生は環境問題と国際貿
易の関係についても幅広く考察されていること
を指摘しておきたい。天野 （2003）の第6章、「貿
易、環境、および、発展」、および、第7章、「貿
易政策と環境政策：相互支援の可能性」、さら
には、天野 （2008）の第7章、「貿易と環境の国際
的統合化を求めて」において、天野先生は近年
GATT/WTOを中核として進みつつある自由貿易
の拡大の流れと環境保全がどのように関連し、も
し両者にトレード・オフの関係がある場合にはど
のように折り合いがつけられるべきかを多くの具
体例を引用しながら議論されている。先生も指摘
されるように、「貿易と環境の間には、貿易政策・
措置が環境劣化を促進しているのではないか、ま
た環境政策・措置が保護貿易の蔓延を助長してい
るのではないかといった懸念に見られるように、
両者の間に望ましくない相互作用が働いている
ことが重大な問題として認識されるようになった
（天野 2003、84ページ）」。この問題については、
天野先生は一貫して、OECDによって提唱されて
きた「汚染者負担の原則」に基づいて環境費用を内
部化した上で、自由貿易を進めていくことが望ま
しいという主張を貫かれている。つまり、国内の
環境問題と同様に、汚染者に対して環境破壊とい
う外部費用を内部化させたうえで、自由市場を進
めていくことが最善のケースになるというわけで
ある。特に、「環境保全という目的のために、貿
易という迂遠な経済活動に介入する貿易政策は、
目標達成のための最善の政策ではなく、副作用
が多いばかりでなく、常に増大の機会をうかがっ
ている保護貿易主義的傾向を助長する心配もあ
る（天野　2003、84ページ）」と、環境政策を「隠れ
蓑」とした保護主義の体現についての懸念を示さ
れている。この問題については、これまでの国際
紛争とその解決策を紹介されながら、生産物につ
いてはGATT/WTOによる生産物の特徴に影響し
ない生産過程や生産方法（Process and Production 
Method: PPM）を理由に輸入品を差別化するのは
GATT/WTOの「法律」に違反しているとみなすべ
きであるという考えを支持されている。
国際貿易と環境保全に関する天野先生の研究
の中で、少しアプローチを変えておられるの
が、天野 （2003）の第6章第3節で、ここではHoel 
（1994）らのモデルを用いながら、地球環境問題
を想定した際に、どのように地球規模での外部
性の内部化を行うべきかに関する原理を導かれ
ている。上述したように、各国において外部費
用を内部化する水準の排出税をかけることが可
能であれば問題はないのだが（地球温暖化問題の
ようなグローバル汚染といわれるような問題で
は、それぞれの国の排出税の税額が、すべての
国の限界外部費用の和と等しくなる水準に設定
されることが求められる）、それが達成できなけ
れば、「カーボン・リーケージ」という問題が発
生しうる。地球温暖化問題に関して最も一般的
なカーボン・リーケージとは、十分に大きな経
済規模を持つ国が温室効果ガスの排出削減活動
の一環として化石燃料に対する需要を抑制した
際、国際エネルギー市場における化石燃料の価
格が下落することにより、他国の化石燃料への
需要と温室効果ガスの排出量が増加する可能性
のあることを指す。また、他に考えられる市場
を介したリーケージの経路としては、化石燃料
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を使用して生産したある財に対する世界的な需
要がそれほど低下しないときに、温室効果ガス
の削減枠を課せられていない国がその財の生産
を取って代わることにより排出量を増加させる
可能性も考えられる。このような貿易を通じた
間接的影響により、排出税導入の環境への好ま
しい効果が相殺されてしまうことが懸念されて
いる。こういった貿易を介した問題への対策と
して、天野先生は、未経験の課題があることは
事実であると留意しながらも、エネルギーや温
室効果ガスを対象とした税制などにまつわる「国
境税」調整の適用に対して、各国が適切な環境税
を導入していない場合の「次善」の策として肯定
的な意見を示されている。
3．おわりに
本稿で紹介した数々のオリジナルな研究に加え
て、日本の環境経済学に対する天野先生の功績と
して見過ごすことができないのは、天野（1997）、
天野（2009）らのテキストの出版、および、その間
に出版された研究論文と研究書によって、その
時々において、最新の環境経済学と環境政策にお
ける知見を日本に広めたことであろう。天野先
生がIPCC（1995）の執筆者となられ、その後、以
前にも増して日本における環境経済学の普及・発
展に尽力されたことは、日本で環境経済学に携
わるものにとって非常に幸運なことであった。私
自身、まだ大学院の学生であった折に天野先生の
テキストに出会っていなかったら気づくことのな
かったであろう重要な事柄は数えきれないほどた
くさんある。
天野（2008）の第5章において、日本の地球温暖
化対策における経済的手法の導入が排出主体から
の政治的な反発があってなかなか進まない現実を
指摘されたうえで、「このような傾向をいささか
でも緩和するために、環境政策の経済的手法を根
拠付ける経済理論について、政策形成に関係する
より多くの人々が理解する状況を作り出すことが
極めて重要になる」と記されている。まさに、天
野先生の環境経済学に関する一連の研究に感じと
ることのできる使命感とでもいうようなものを裏
づける文章である。
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